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・理事の代表権の制限（第１６条）

・理事による法人の業務の決定の方法（第１７条）

1 ・定款の変更に係わる特別多数要件の変更（第２５条第２項）

2 ・社員による臨時総会の開催の請求に必要な社員数（第３０条、民法６１条）

3 ・理事その他の役員に委任される法人の事務（第３０条、民法６３条）

4 ・総会の決議事項の事前通知の原則の例外規定（第３０条、民法６４条）

5

6

7

8

9

10

11

・残余財産の帰属先（第３２条第１項）

12

13 定款の変更に関する事項

14 広告の方法 ・解散の決議に関する特別多数要件の変更（第４０条、民法６９条）

・解散の場合に、理事以外を清算人に選任する規定（第４０条、民法７４条）

その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類

定款に必ず記載しなければならない事項

主たる事務所およびその他の事務所の所在地

会議に関する事項

社員の資格の得喪に関する事項

役員に関する事項

資産に関する事項

これらが記載してなければ、定款自体が無効となる。

目的

名称

【定款】

☆定款記載事項の分類

1)　絶対的記載事項　（法第十一条）

２）　相対的記載事項　（ＮＰＯWEB　抜粋）

定款に記載を欠いても定款自体が無効となることはないけれども、定
款に記載しておかなければその事項について効力が生じない事項があ
ります。そういう事項を相対的記載事項と呼びます。相対的記載事項
は、NPO法ですでにルールが決められている事項について、定款で別
に定めればNPO法の要件よりも定款の記載が優先されるというもので
す。

相対的記載事項には次のようなものがあります。

定款は、組織の目的・組織・活動・構成員・業務執行などについての基本規
則、およびその内容を紙や電子媒体に記録したもの。

・「各社員の表決権は平等であること」を変更する規定

（第３０条、民法６５条第３項）

・総会に関して社員の書面による表決及び代理人を出席させることができる権

限に関する規定を変更する規定（第３０条、民法６５条第３項）

・「社員総会の決議」、「目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不

能」、「社員の欠乏」、「合併」、「破産」、「第４３条の規定による設立の

認証の取消」以外の解散事由（第３１条第２項）

・合併を決定する際の社員総会の議決における特別多数要件の変更

（第３４条第２項）

会計に関する事項

事業年度

解散に関する事項

その他の事業を行う場合には、その種類その他当該そのほかの事業に関
する事項
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☆

☆

１）

2)

 特定非営利活動促進法別表 

① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動

② 社会教育の推進を図る活動

③ まちづくりの推進を図る活動

⑦ 環境の保全を図る活動

④ 観光の振興を図る活動

⑤ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

⑥ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

その他の新たな義務の負担及び権利の放棄

(5)　事務局の組織及び運営

理事会の権能

(1)　総会に付議すべき事項

(2)　総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)　その他総会の議決を要しない皆無の執行にかんする事項

(4)　事業計画及び活動予算の変更

(8) その他運営に関する重要事項

(4)　事業計画及び活動予算

(5)　事業報告及び活動決算

(6)　役員の選任又は解任、職務及び報酬

(7)　借入金(その事業年度の収益をもって償還する短期借入金を除く。

部会又は委員会の設置

役員選任の方法、役員の職務委任の方法、代表理事の任期

(1)　定款の変更　（法第２５条、第２６条）

(2)　解散　（法第31条の２）

(3)　合併　（法第３４条）

３）任意的記載事項

総会の権能

総会の権能・理事会の権能

公序良俗または会社の本質に反しない限り、いかなる事項でも定める
ことができます。事業年度、定時株主総会などがこれに当たります。
定款外で定めてもよい事項ですが、定款に盛り込むことで内容が明確
になります。

⑰ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

⑱ 消費者の保護を図る活動

⑧ 災害救援活動

⑨ 地域安全活動

⑩ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動

⑪ 国際協力の活動

⑫ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

⑬ 子どもの健全育成を図る活動

⑭ 情報化社会の発展を図る活動

⑮ 科学技術の振興を図る活動

⑯ 経済活動の活性化を図る活動

⑲ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は
援助の活動

⑳ 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で
定める活動
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☆

☆

☆ ☆

事業報告書等の情報公開

役員の使命又は住所もしくは居場所に変更があった場合－変更後の役員名簿

定款の変更－社員総会の議事録、変更後の定款

解散－届け出

登記事項

1) 　名称

2)　事務所の所在場所

事務のてびき　Ⅸ－１、Ⅸ-2

清算人の届け出－氏名、住所

生産結了の届け出－清算人はその旨を届け出

代表者の氏名の変更－その旨を届け出

登記－登記事項証明書、財産目録

（１）物品販売業　（２）不動産販売業　（３）金銭貸付業　（４）物品
貸付業　（５）不動産貸付業　（６）製造業　（７）通信業　（８）運送
業　（９）倉庫業　（１０）請負業　（１１）印刷業　（１２）出版業
（１３）写真業　（１４）席貸業　（１５）旅館業　（１６）料理飲食業
（１７）周旋業　（１８）代理業　（１９）仲立業　（２０）問屋業
（２１）鉱業　（２２）土石採取業　（２３）浴場業　（２４）理容業
（２５）美容業　（２６）興行業　（２７）遊技所業　（２８）遊覧所業
（２９）医療保健業　（３０）技芸・学力教授業　（３１）駐車場業
（３２）信用保証業　（３３）無体財産権の提供業　（３４）労働者派遣
業

法人税法上の収益事業

① 役員名簿
② 定款
③ 認証・登記に関する書類の写し
④ 事業報告書
⑤ 財産目録
⑥ 貸借対照表
⑦ 活動計算書
⑧ 年間役員名簿（前事業年度において役員であった者の氏名及び住所
又は居所並びに各役員
についての報酬の有無を記載した名簿）
⑨ 社員のうち 10 人以上の者の名簿

　法人税法上の収益事業とは、次の３４種類の事業を、継続して事業場を
設けて営むことをいいます。この事業には、その収益事業の事業活動の一
環として、あるいは関連して付随的に行われる行為も含まれます。 3)　目的及び業務

所轄庁へ届け出

設立－登記、財産目録

「目的等」
目的及び事業
この法人は、○○に対して、○○に関する事業を行い、○○に寄与するこ
とを目的とする。この法人は、上記の目的を達成するため、次に掲げる種
類の特定非営利活動を行う。
１　○○活動
２　○○活動
この法人は、上記の目的を達成するため、次の事業を行う。
１　特定非営利活動に係る事業
（１）○○事業
（２）○○事業
２　その他の事業
（１）○○事業
（２）○○事業

4)　代表者り氏名、住所、資格
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